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東京地判平成 23年 2月 18日金融商事判例 1363号 48頁、資料版商事法務 336号 34
頁、判例時報 2190号 118頁、金融法務事情 1983号 143頁。
東京高判平成 25年 4月 17日金融商事判例 1420号 20頁、判例時報 2190号 96頁、判
例タイムズ 1392号 226頁。
(2)シャルレ事件として、本稿で扱う判例は、①神戸地判平成 26年 10月 16日金融・商事判
例 1456号 15頁、判例時報 2245号 98頁、資料版商事法務 368号 68頁と②その控訴審




求めたが、否定されたケース（③東京都地判平成 23年 7月 7日金融・商事判例 1373号
56頁、金融法務事情 1933号 118頁、判例時報 2129号 114頁、④その控訴審として東
京高判平成 23・12・21判例タイムズ 1372号 198頁）のほか、株主がシャルレを相手に
民事訴訟法 220条 4号を根拠に文書の提出の申立てをし、どの文書が同号ハ（職業の秘
密文書）・二（自己利用文書）に当たるか問題となったケース（神戸地決平成 24年 5月 8
日金判 1395号 40頁、大阪高決平成 24年 12月 7日、最三小決平成 25年 4月 16日）が
あるが、本稿では検討していない。
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なった事件として、①東京地判平成 23年 2月 18日およびその控訴審判決である














が 100％出資して、資本金 50万とする SPC（AP8）が設立され、旧レックス株式
を 1株取得した。
平成 18年 8月 21日の「（8月）プレス・リリース」における業績予想の下方修
正の結果、旧レックスとAP間の株式買付価格決定が難航し、APは、本件基本契









であり、平成 18年 11月 9日までの過去 1か月間のジャスダック証券取引所にお
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AP8は平成 18年 11月 11日から同年 12月 12日までの間、公開買付けを実施
し、その結果、AP8は間接所有分を含め旧レックスの発行済株式総数の 91.51％の
株式を取得するに至った。







本件株式は、本件決議に基づき、平成 19年 5月 9日をもって旧レックスに取得さ
れた。同年 7月 11日、東京地裁は、普通株式の 1株に満たない端数の合計（ただ






抗告をし、東京高裁は 1株 33万 6966円が公正な価格であるとし、この額は最高
裁決定により確定した。
(3)①東京地決平成 19・12・19判例時報 2001号 109頁、判例タイムズ 1268号 272頁、資
料版商事法務 290号 116頁、②東京高決平成 20・9・12金判 1301号 28頁、資料版商事
法務 295号 128頁（即時抗告に対する決定）、③東京高決平成 20・10・8別冊商事法務
346号 77頁（許可抗告に対する決定）、④最決平成 21・5・29別冊商事法務 346号 105
頁、金判 1326号 35頁（抗告棄却）がある。これらの決定と学説の詳細については拙稿
『組織再編等と株式買取請求権Ⅱ』法律論叢 87巻 1号 23頁以下参照のこと。
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上記 1株 33万 6966円の決定が原因となって、旧レックスの株式を所有してい




33万 6966円との差額である 1株当たり 10万 6966円等の損害を被ったと主張し
て、旧レックスを承継した被告会社（Y1）に対しては、会社法 350条または民法














(4)なお、①平成 19年 8月 2日には、経済産業省から委嘱を受けた企業価値研究会が「企業
価値の向上及び公正な手続確保のための経営者による企業回収（MBO）に関する報告書
（平成 19年 8月 2日）」（『MBOに係る株式取得価格決定申立事件の検討』別冊商事法務
346号 231頁（2010）所収）が公表され、② 9月 4日には、経済産業省が「企業価値の
向上及び公正な手続確保のための経営者による企業回収（MBO）に関する指針（平成 19















































値は、市場評価法によると 19万 3000円から 20万 7000円、類似会社批准法によ




















(5)十市 崇「レックス損害賠償請求事件東京地裁判決の検討」商事法務 1937号 4頁以下
（2011年）。
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と（最判平成 9・9・9判時 1618号 138頁による差戻し後控訴審判決である大阪高


















巻 7号（2007年 7月号）64頁、70頁〔田中発言〕。会社法 429条の第三者は株主である
必要はないのは、日本の法理の未発達を示すと発言している。
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ビジネス法務 7巻 7号（2011年 7月号）75頁〔江頭発言〕、田中信隆・前掲（注 10）78
頁、伊勢田道仁「MBOに関して取締役の損害賠償責任が否定された事案」法と政治 63巻
3号 39頁、47頁、52頁（2012年）。北川徹「現金対価による少数株主の締出し（キャッ






















































































1：1とは、取引前の会社の価値が 300（支配株主 200、少数株主全体 100）であったも
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(16)武田典浩「MBOにける取締役の善管注意義務の内容」法学新報 118巻 11＝ 12号 169
頁以下（2012年）。
(17)池永朝昭・小舘浩樹・十市 崇「MBO（マネージメント・バイアウト）における株主権」
金融商事判例 1282号 2頁、12頁（2008年）、田中信隆・前掲（注 10）74頁、77頁を
引用している。
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ある。サイバードホードディングス事件判決（東京地決平成 21年 9月 18日、東京高決平
成 22年 10月 27日）、カルチュア・コンビニエンス・クラブ事件（大阪地決平成 24年 4
月 13日）、三洋電機事件（大阪地決平成 24年 4月 27日）、ポリプロ事件（東京地決平成
25・3・14、東京高決平成 25年 10月 8日）、グットマンジャパン事件（東京地決平成 25
年 7月 21日資料版商事法務 358号 148頁）、セリブリックス事件（東京地決平成 25年 9
月 17日）エース交易事件（東京地決平成 25年 11月 6日）。個々の事案については拙稿











































研究第 54巻第 1、2号 155頁以下（2013年）。
18






























（一）」法律論叢 84巻 4・5合併号 1頁、38頁以下など参照。
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という考えが、レブロン基準と言われている。Revlon, Inc. v. MacAndrews & Forbes





















































事法務 2022号 4頁以下、2023号 17頁以下（2014年）。
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（二）」法律論叢 85巻 6号 83頁（2013年）参照。
(32)同旨 江頭ほか・前掲（注 12）71頁（江頭発言）。
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述べている。白井・前掲（注 37）50頁注 19。なお伊藤・前掲（注 24）113頁参照。
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(41)玉井・前掲（注 15）南山法学 37巻 3・4号 225頁注 77。
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(45)もっとも、田中＝岡田＝後藤・前掲（注 18）ビジネス法務 13巻 12号 47頁～48頁［田
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(52)東京証券取引所が平成 25年 7月 8日付けで「MBO等に関する適時開示内容の充実等に
ついて」の通知を行ったことを指す。同通知の内容については藤原総一郎＝安西統裕「東
証「MBO等に関する適時開示内容の充実等について」の解説」ビジネス法務 2013年 11




















































































































とのことである（In re Shareholders Litigation, 2013 Del. Ch. LEXIS136 (Del. Ch.
May29, 2013)。独立取締役の承認があったようなので、これと経営判断の原則がどのよ
うな関係にあった興味が持たれる。
45
